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特定非営利活動法人フリースペースたまりば職員給与規程 

 

（総則）  

第１条 特定非営利活動法人フリースペースたまりば（以下、「この法人」という。）

の就業規則第 32 条に規定する職員の給与の支給については、この規程の定めるとこ

ろによる。 

 

（適用範囲）  

第２条 この規程は就業規則第２条に定める常勤職員(以下、「職員」という。)に適用

し、非常勤職員及び臨時職員等の報酬及び賃金、その他労働条件については、個別の

契約による。 

 

（区分） 

第３条 賃金の区分は、次のとおりとする。 

（１）基本給 

（２）割増賃金 

イ．時間外勤務手当 

ロ．休日勤務手当 

ハ. 深夜勤務手当 

     

（３）手当 

イ．通勤手当 

ロ. 役職手当 

ハ．夏季手当・期末手当 

ニ. 川崎手当 

 

（給与の支給方法及び支給日）  

第４条 賃金は、前月 1日から起算し、当月末日を締め切りとした期間について計算し、

翌月 10 日払いとする。ただし、支給日が休日の場合は、順次前日に繰上げる。 

２ 職員の給与は、第１項の支給日において、当月分の月給及び原則として当月分の通

勤手当を支給する。 

３ 新規採用者又は復職者の就業開始当月の給与は、出勤日から日割計算又は時間給を 

もって支給する。 

４ 職員が退職した場合の給与は、その日まで、それぞれ日割計算又は時間給をもって

支給する。 

５ 職員の給与は、法令に基づき、その職員の給与から控除すべき金額を控除し、その 

残額を口座振替で支給する。 
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（基本給） 

第５条 本給は月給とし、基本給、役職手当の額により決定する。 

２ 基本給は日給月給制とし、職種、職務内容、経験、役割等を勘案して別表に従い決

定する。 

５ 役職手当は、役職者に支給する。 

 

（割増賃金） 

第６条 割増賃金は、次の算式により計算して支給する。 

一 時間外労働割増賃金 

       本給 
                ×1.25×時間外労働時間数 
   １か月平均所定労働時間 

         

二 休日労働割増賃金 

       本給 
                ×1.35×時間外労働時間数 
   １か月平均所定労働時間 
 

三 深夜労働割増賃金 

       本給 
                ×0.25×時間外労働時間数 

    １か月平均所定労働時間 

 

（固定残業手当） 

第 7条 法人は、固定残業手当を支給することがある。 

2. 本手当の対象となる時間数及び金額は、個別の労働契約にて職員ごとに定め、労働

条件通知書にその旨明示する。ただし、当該時間数は、時間外・休日労働に関する協定

書（36 協定）の１月あたりの時間外労働時間数を超えて設定することはできない。 

3. 各給与支払い期における実際の時間外労働時間が前項の時間数を超過したときは、

当該超過時間に応じた時間外労働割増賃金を支給する。 

4. 欠勤または休業により、基本給の支給がないときは、本手当を支給しない。 

 

（手当）  

第 8条 常時一定の公共交通期間を利用して通勤している職員に対し月額 20,000円ま

での範囲内で、通勤に要する実費に相当する額を通勤手当として支給する。ただし、

本人の申請に基づきこの法人が認定した最短の通勤経路における費用を対象とする。

月の途中で採用となった者の通勤手当は、採用の日から日割計算により支給する。ま

た月の途中で順路又は交通機関の変更等による通勤手当の額の変更は、その事実の届

出のあった翌月から行う。 
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３ 役職手当は、役職手当は、下記の役職者に対して、その役割の責任及び業務量に応

じ、支給する。 

 イ. 総合アドバイザー 

 ロ. 子ども夢パーク所長・副所長 

 ハ. 川崎若者就労・生活自立支援センター ブリュッケ センター長・事務長 

 ニ. 事務局長・事務局次長 

２ 夏季手当・期末手当は、予算の範囲内で支給することができる。 

３ 川崎手当は、川崎市内に居住する世帯主である職員に別表に定める通り支給するも

のとする。ただし、役職手当を支給されている者は対象から除く。 

 

（昇給） 

第 8条 昇給は職員各人の勤務成績を査定して決定し、当月から支給する。ただし、`

法人の業績によっては、昇給の額を縮小し、又は見送ることがある。 

 

（休職者の給与）  

第９条 職員の欠勤期間及び休職期間については、他に特別の定めがない限り、給与を

支給しない。ただし、欠勤、休職の理由が業務上の負傷又は疾病によるものである場

合、そのときの事情により最長６か月の範囲において給与の一部を支給することがで

きる。 

 

（細則）  

第 10 条 この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

（改廃） 

第 11 条 この規程の改廃は、理事会の決議による。 

 

附則 

1. この規程は、2008年 11 月１日から施行する。 

2. この規程は、2021年 3 月 22 日に改訂し同日より施行する。 

3. この規程は、2024年 4 月 1 日に改訂し同日より施行する。 

 

 

  
 


